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国土交通省は４省庁統合による発足から４年目

を迎えた。横断的な課題である環境政策の分野に

おいては，省内関係部局間の連携を，これまで以

上に一層進めていく必要がある。

また，本年は政府の「地球温暖化対策推進大

綱」の見直しの年にあたっていることから，国土

交通分野の地球温暖化対策について，改めて検討

する必要がある。

このような背景のもと，国土交通省では，これ

までの環境施策全体を総点検するとともに，今後

の方向性について検討するため，昨年１０月，省内

に事務次官以下局長クラスからなる環境行動計画

策定のための検討委員会を設置して議論を進め，

１年近くにわたる検討の結果，６月２８日に「国土

交通省環境行動計画」を公表した。

本行動計画では，これからの国土交通省の環境

政策の基本的な考え方を示すとともに，国土交通

省が環境分野においてここ数年（３か年程度）で

新たに取り組もうとしている施策についてとりま

とめている。以下に行動計画の概要を紹介する

（図―１）。

基本的な考え方：国土交通行政の
グリーン化

本行動計画は２部構成となっており，第１章で

は行動計画をまとめるに当たっての基本的な考え

方として「４つの視点」を掲げるとともに，主な

取り組みの内容を「６つの改革」としてわかりや

すくまとめている。

� ４つの視点

環境行動計画の策定に当たり，重要と考えた４

つの視点として，以下の点を挙げている。

� 例えば公共事業に見られるように，構想・計

画段階から事業実施，維持管理，そして廃止に

至るまで，行政の全段階を通じた環境負荷の低

減を促進していくことが必要である。

� 例えば水質改善を見ればわかるように，関係

流域，原因発生源の陸域における対策など，広

域的な視点が必要である。

� 例えば地域における環境の観点からの交通対

策のように，関係する主体が参加する総合的な

計画に従い，各種施策を効果的に組合せ，集中

的に投入することが必要である。

� 現在の地球環境問題では，市民，NPO，企業

等国民各界各層の主体的な行動と相互の連携・

協働を促進していくことが必要である。

� ６つの改革

前述の４つの視点を踏まえ，「国土交通行政の

グリーン化」を効果的に進めるため，主たる施策

として以下の「６つの改革」を掲げている。

� 社会資本整備におけるライフサイクル・マネ

ジメント（仮称）の導入

事業の構想，計画段階から実施，維持管理，廃
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図―１ 国土交通省環境行動計画
―国土交通行政のグリーン化を目指して―

図―２ 社会資本整備におけるライフサイクル・マネジメントの導入
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棄に至るまでの事業全体のライフサイクルで総合

的に評価する仕組みを検討する。また，事業の実

施によって緑地や干潟等を減少させないための仕

組みづくり（グリーン・バンキング・システムの

構築）を進める。このほか，総合的な資産管理手

法の導入により，公共施設の長寿命化を推進して

いく（図―２）。

� 環境負荷の小さい交通への転換

環境負荷の小さい交通体系の実現を図るため，

利用者への経済的な誘引の付与など需要面に着目

した施策や，地域と交通事業との連携強化による

公共交通機関の利用促進などが重要であり，具体

的には，荷主と物流事業者が協力して燃料消費量

の削減を図るための環境整備を行う「グリーン物

流総合プログラム（仮称）」の創設や，環境的に

持続可能な交通（EST）の実現を目指す先導的な

地域を募集し集中的に支援策を講じる「EST モ

デル事業（仮称）」の実施等が挙げられる。

� 環境に対する感度の高い市場の整備

国民や企業の合理的な選択行動が環境負荷の軽

減につながっていくような市場の整備が必要であ

る。

具体的には，特に住宅の省エネリフォームを進

めるための支援等，住宅のストック対策を進める

ほか，住宅等の総合的な環境性能に関する情報提

供を強化し，消費者の的確な選択を支援してい

く。

また，トラック事業等の分野に導入されている

企業の環境取り組みを評価する「グリーン経営認

証制度」の充実・拡大などを通じ，市場のグリー

ン化を進めていく。

� 持続可能な国土の形成

最近の環境問題は，原因者が多岐にわたる，因

果関係が複雑である等の事情により，個別課題へ

の対応では対応が困難である。このため，閉鎖性

水域の水質改善を目指す「全国海の再生」プロジ

ェクトや，水と緑のネットワーク化に関する計画

などの取り組みを通じ，地方公共団体，市民や

NPO 等との幅広い連携・協働を進めていく。

� 循環型社会の形成

社会における物質循環を確保し，資源の消費を

抑制し，環境負荷を低減することが重要である。

建設発生木材や FRP 船のリサイクルへの取り組

み等において関係者の連携を強化するほか，建設

廃棄物の最終処分量をゼロにする等の取り組みを

進める。また，直轄工事ではリサイクル材の積極

的活用等，率先的取り組みを進めていく。

� 目標の実現力を高める推進方策

環境に関して先進的な取り組みを進めようとす

る意欲ある主体（トップランナー）の取り組みを

支援することにより，先進事例の波及させる手法

を推進する。具体的には，一定の地域において集

中的な支援を行い，その効果を検証するモデル事

業の公募を考えている。

また，本行動計画の実施に当たっては，既存の

具体的数値目標の見直しや設定を行うとともに，

その実施状況について定期的に点検していく。

新たな施策展開：具体的な各種施策

第２章では，新たな施策展開として，ここ数年

で新たに取り組んでいく施策について，施策分野

毎にまとめている。�地球温暖化問題への対応，

�循環型社会の形成，�健全な自然環境の確保・

水循環の構築，�良好な生活環境の形成，�その

他各種環境課題に共通する取り組み，に分け，各

分野の中でさらにテーマを設定して具体的な施策

を記述している。それぞれの施策については，具

体的な実施予定について記載するようにした。個

別の施策については，誌面が限られておりご紹介

できないが，「国土交通省環境行動計画」の本文

は国土交通省のホームページから参照していただ

きたい。アドレスは（http : //www.mlit.go.jp/

kisha/kisha04/01/010628_.html）

国土交通省では，環境行動計画の策定を機に，

環境分野における取り組みにおいて新たなステッ

プを踏み出しており，これからの国土交通省の環

境への取り組みにご注目いただきたい。
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